　年金相談室通信　　第１４号　　　　　　（200９年７月２３日発行）

全日本年金者組合中央本部
年 金 相 談　室

	＊　後期高齢者医療制度をただちに廃止せよ、安心できる医療制度をつくれ
＊　国は、「宙に浮いた・消えた・消された年金記録で一人の被害者も出さない」という約束を

最後まで守れ

＊　当面　加入期間１０年で年金を支給せよ

· 全額国庫負担による最低保障年金制度をつくれ


質問にお答えします。
Ｑ，年金の受給資格があるのに、無年金になっている人がかなりいると聞きました。何故ですか。

Ａ,　７月２日の新聞各紙が報道しました。社会保険庁の推計として「受給資格があることを知らず、約

３万人が無年金になっている」という内容です。

受給資格があることを知らなかった理由として、

1 過去に社会保険事務所で間違った説明を受け、年金を受けられないと思っていた。

2 受給資格期間２５年には、実際に納付した期間以外に「カラ期間」も計算に入れることができるこ

とを知らなかったので、期間が足りないと思っていた。

・・・などがあります。

カラ期間については、「短期間しか厚生年金に加入しなかった、国民年金もちょっとしか納付しな

かった、年金は無理」と思って諦めている人に、ぜひ知ってもらいたい制度です。

　「年金は役所から通知があると思っていた、何の通知もないので受けられないと思っていた」という

人もいます。

これらの声は、複雑な年金制度のもとで国が行う広報が、すべての人に届いていない実態を示

し、「受給もれ」がかなりあると推測できます。

　この実態に対して、国は、さまざまな広報活動と共に個人への具体的な通知をする必要があります。

　

申請しないと受給できない「申請主義」は早急に廃止し、国は、６０歳になったすべての個人に、受
給権の有無と手続き方法とを通知する制度を確立すべきです。

Ｑ，年金積立金の運用で９兆６千億円の赤字！心配です。

Ａ，年金積立金は、以前は、大蔵省・資金運用部に預託され、預託金には一定の利息も付いていま

した。今は、厚生労働大臣の預託を受け、「年金積立金管理運用独立行政法人」が管理運用をして

います。

　年金積立金は、年金受給者・加入者の大切な命綱であり、株式投資には馴染まないという声は最

初からありましたが、年金積立金の市場運用は始まってしまいました。

　危惧されたとおり、サブプライムローンからリーマン・ショック、国内外の大幅な株式下落が続く中で、

遂に、２００７年度・５兆８千４００億円、２００８年度・９兆６千億円と大赤字が続く結果となっています。

　年金積立金の市場運用を止めること、「年金積立金管理運用独立行政法人」の運営の透明性を

要求するなど早急な再検討が必要です。

　年金積立金は、年金受給者・加入者のものであり、国、財界、金融関係者、市場関係者の所有物

ではありません。

Ｑ，第三者委員会からの通知に不満です。第三者委員会に納得できません。
Ａ，第三者委員会からの通知に納得出来ないという声は、強くなってきました。

第三者委員会へは、新しい事実・証拠があれば、何度でも申し出ることが出来ますから、粘り強く

申し出てください。

第三者委員会は、設置から２年経ちました。６月２４日、総括する報告書と、「あっせん」の基本方

針改正案をまとめました。

　この内容の検討とともに、「そもそも第三者委員会とは何のために作られたのか」という初心に返っ

ての議論が必要なときです。

　「１人の犠牲者も出さない」ために、「国民の立場に立って」「一応確からしい」ものは認めるようにと、

第三者委員会に求めます。

Ｑ，老齢年金の平均年金額はいくらですか。

Ａ，

厚生年金　　　　　　　　　　　１５８,１０４円（男　１８１,７２５円　女　１０６,４１０円）

国家公務員共済組合　　　 ２０３,６９７円（男　２０９,０１４円　女　１７６,４４５円）

地方公務員共済組合　　　 ２１５,３１０円（男　２２７,１１７円　女　１９０,９６６円）

私学共済組合　　　　　　　　２００,９３２円（男　２２２,２８３円　女　１７４,７２４円）
＊年金額の下降傾向と年金の男女差が問題です。

Ｑ，年金積立金はいくらあるのですか。

Ａ，２００７年度、厚生年金、国共済、地共済、私学共済、国民年金の合計。

簿価ベース　　　　１８８兆円　

時価ベース　　　　１９１兆円

＊積立金は減少傾向にあります。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

全日本年金者組合は、組合員はもちろん、組合員以外の方からの年金相談・ご意見を歓迎します。

全県に県本部があり、支部があり、さらに中央本部がありますので、ご連絡ください。

　企業年金コーナーもあります。ご愛読ください。

中央本部・年金相談室から

＊　年金相談日は、毎週、火曜日と木曜日、午前１１時から午後４時まで

電話・ＦＡＸ・手紙・メールなどで、相談・意見・質問なんでもお寄せください。

電話：０３－５９７８－２７５１　　ＦＡＸ：０３－５９７８－２７７７　メール aae41550@pop21.odn.ne.jp
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